
相模原大野台企業団地参加のご案内
～（仮称）ｹﾞｲﾏｰ･ﾌｧｸﾄﾘｰﾊﾟｰｸ ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ～

相模原への進出、事業所取得計画のある企業を募集

■良い環境の自社施設を低い負担で取得することを目指します
・市街化調整区域における開発事業であるため、住宅との混在のない操業

環境が確保できます。
・国、県、市の助成制度を活用することにより資金コストを下げます。

■｢地域特性を生かした、活力ある事業展開｣を目指して
21世紀型の開発型産業センターを計画しています

・東京圏の相模原市という立地メリットを活かした事業活動の場を！

■ビジネスチャンスを拡大します

・21世紀は差別化能力のある企業が協力して高度化をはかる時代です。

｢志｣を同じくする企業が集積し、交流を図ることで営業力と技術力

をアップするとともに、相乗効果の可能性も生まれます。

■企業が長期的、継続的発展をするための基礎ができます

・これまで団地進出した企業からは、大きく事業が発展した、後継者の育

成や人材確保に効果があった、取引先の信頼が高まった、また開発が大

きく加速したなどが輩出しています。

・予定地：相模原市大野台（旧ゲイマーぶどう園）＊市街化調整区域

・事業スケジュール：平成２０年初頭の着工を計画

・事業方法：コーポラティブ方式

本事業は、公共企業体やﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ等が行う団地宅地の分譲ではなく、

参加希望者が準備会(組合)を組織し、役割を分担して計画の検討や行政

機関との折衝を行うことで、低い負担で事業の実現を目指すものです
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平成18(2006)年10月

相模原大野台企業団地準備会 事務局
連絡先：〒229-0039

相模原市中央３－１２－３ 相模原商工会議所 本館２階

TEL＆ FAX 042－８５１－９９５８
*お願い 現在事務局には専従者を置いていません。ご連絡はFAXでお願いします。



特徴1：地域特性を生かし活力ある事業活動の場を目指して、
整備されたインフラ(*)を活用できる企業団地を建設します

・首都圏という地域特性を生かした事業にふさわしい施設をつくります
・製造業を中核とした企業団地を目指します
・特に次の分野は参加のメリットが多いと思われます
A 生活関連企業： 首都圏を市場とする食品、素材、木工、紙器、日常医療関連など
B 開発生産型企業：モノ作り、自動車関連、ソフトサービス、研究開発型企業など

(※)インフラ：上下水道、都市ガス、光ファイバーケーブル(予定)、団地内公道

特徴2：公的助成制度の活用により低コストで施設を取得します
・周辺施設賃料の2/3程度の返済負担を目指します
・土地価格の面で有利な市街化調整区域で事業を行います

都市計画法34条で規定している高度化資金助成制度を利用する事業であることから、
市街化調整区域内での建物建設が可能となります

・無利子融資が適用された場合には、最近の金融機関融資と比べて、２０年間の総返済額は25%
以上低くなり、これに併せて市の奨励金を受けることで、土地価格は実質35％以上低いものと
なります。建物についても同様です。

特徴３：企業ニーズに合わせた施設計画とします
・基本は独立棟(一敷地一企業)で、軽快で知的なイメージのデザインとします
・施設計画は個々の企業の実情、要望にあわせた、土地面積、建物プランとします
・事務主体、ソフトや開発型企業の場合には床効率の良いビル形式を検討します

特徴４：組合による共同所有や共同管理で経費を削減します
・福利厚生施設、託児所、会議室などを共同で建設することも検討します
・火災保険、電気保安検査、エレベータ保守、セキュリティーなどを組合としてまとめて委託す

るため、手続きが簡単で費用も安くなります

お願い：事業の成功には参加企業と組合の協力・連携が不可欠です
・団地の建設と運営は参加企業の意見を元に、組合が中心になっておこないます
・参加企業の転出に際しては、組合が協力して後継企業の誘致と継承をスムーズにおこないます

＊本事業は原則として中小企業を対象としておりますが、大企業や制度で定められた｢みなし大企
業｣も、組合に加入することで事業への参加が可能となります。
詳細はご相談ください。

独立棟

ビル棟(事務･ソフト･開発型企業)

福利厚生棟



■活用をめざす公的融資制度について

１．中小企業高度化資金助成制度

□ 国(中小企業基盤整備機構)と県が資金を出して、団地建設を行う事業協同組合に長期低利の

資金を融資する制度です

1) 融資期間 20年以内、うち据え置き3年以内

2) 助成内容 土地、建物及び構築物の取得に要する費用の80％以内

（小規模企業の場合には、90％以内の助成の途が開かれています）

3) 金利 年０.95％ 固定金利 (１8年度現在)

ただし無利子が適用される途があり、その適用をめざします

4) 担保等 参加企業の代表取締役による連帯保証、当該施設の物的担保のみ

(なお、高度化資金を利用しない場合には不要)
5) 所有形態 専有部分は当初は事業協同組合が取得し、後ほど組合員(参加企業)の名義に

変更します

6) 審査等 神奈川県の診断･審査を受けることが必要

7) 自己資金 10％と諸税等(約３％) 融資80％の場合は残りの20％の内10％程度の協

調融資が利用できる途があります

２．相模原産業集積促進策の概要

～ＳＴＥＰ５０・・相模原市独自の施策です 詳細はパンフレットをご覧ください～

1)施設整備奨励金

ア 相模原市市内企業の工場新設

3年以上市内で操業している企業が工場を新設、増設、または拡張移設する場合であって1億円

以上の投資をした場合、その１０％以内の奨励金が交付されます

イ 市外企業の新規立地・操業

市外から新規に立地する場合であって、３億円以上の投資をした場合も同様です

2)固定資産税等の軽減

設備投資に係る固定資産税および都市計画税を、操業開始後５年間その1/2を軽減

３．返済額の例～相模原市の奨励金が適用された場合、実質の負担額は下がります～

・各企業の専有部分について単位(坪/3.3㎡)当りの事業費

土地取得見込価格 440千円/坪程度（※1 ）

建物取得見込価格 500千円/坪（ごく簡素な仕様の工場で、基礎･外構工事、消費税、設計

費等を含む）

(※1) 土地取得費用、道路･管理ｾﾝﾀｰ･提供公園、および造成ｲﾝﾌﾗ整備費用等の負担を含んだ合計の

見込額

・モデル事業費(支払利息を除く)

小規模企業であって、90%融資が適用になった場合

500坪の土地に延べ500坪の特殊でない工場の場合

土地 440千円×500坪＝220,000千円

建物 500千円×500坪＝250,000千円 計 470,000千円

・月額返済 470,000千円×0.9/20年/12ヶ月＝ 1,763千円

固定資産税等を除き、据え置き期間が無いものとしての計算です

・必要自己資金(3％程度の諸税等を含む)

470,000千円×(0.1＋0.03)＝61,100千円

・奨励金の交付：団地進出の翌年から市の施設整備奨励金、総額47,000千円の交付が見込まれます。

新規の機械設備投資がある場合には、さらに増額となります。



県内での最近の事例
団地名 ﾃｸﾉﾌﾟﾗｻﾞ大和 ＳＩＰ座間(協) 新横浜ﾃｸﾉﾋﾙｽﾞ(協)

大和高度化事業(協)

所在地 大和市下鶴間 座間市栗原 横浜市港北区新羽町

建設時期 平成１０年３月 平成１８年１２月 平成１９年３月

竣工予定 竣工予定

参加企業数 １２企業 ８企業 ８企業

総事業費 約３０億円 約２３億円 約５０億円

敷地面積 約７，０００㎡ 約１６，０００㎡ 約２２，５００㎡

テクノプラザ大和(大和高度化事業(協))

この３団地はいずれも、参加企業が経営革新計画等を作成し神奈川県知事
の承認を受けることで、高度化資金は無利子融資が適用されています。
またSIP座間、新横浜ﾃｸﾉﾋﾙｽﾞの２団地は市街化調整区域における事業です。

仮称)ｹﾞｲﾏｰﾌｧｸﾄﾘｰﾊﾟｰｸ ｲﾒｰｼﾞﾊﾟｰｽ

既存の樹木、緑地を可能な限り残して
緑豊かな企業団地をめざします。






